
添 田 町 水 道 事 業 会 計 予 算

令 和 ６ 年 度

福 岡 県 田 川 郡 添 田 町



　（総　則）

第１条　令和６年度添田町水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

　（業務の予定量）

第２条　業務の予定量は次のとおりとする。

　（１）給水戸数 3,449 戸 613 戸

　（２）年間総給水量 670,950 ㎥ 120,608 ㎥

　（３）一日平均給水量 1,838 ㎥ 330 ㎥

　（収益的収入及び支出）

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

収　　　　　　　　　　入

　第１款　水道事業収益 164,041 千円

　　第１項　営業収益 156,881 千円

　　第２項　営業外収益 7,160 千円

　第２款　簡易水道事業収益 34,876 千円

　　第１項　営業収益 34,172 千円

　　第２項　営業外収益 704 千円

支　　　　　　　　　　出

　第１款　水道事業費用 162,176 千円

　　第１項　営業費用 155,718 千円

　　第２項　営業外費用 6,448 千円

　　第３項　予備費 10 千円

　第２款　簡易水道事業費用 36,326 千円

　　第１項　営業費用 34,478 千円

　　第２項　営業外費用 1,848 千円
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（上水道） （簡易水道）



　（資本的収入及び支出）

第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

　　　　　（資本的収入額が資本的支出額に対して不足する額 72,004千円は当年度分損益勘定留保資金で補填するものとする。）

収　　　　　　　　　　入

　第１款　資本的収入 1,115 千円

　　第１項　負担金 1,115 千円

支　　　　　　　　　　出

　第１款　資本的支出 73,119 千円

　　第１項　企業債償還金 16,163 千円

　　第２項　建設改良費 56,800 千円

　　第３項　固定資産購入費 156 千円

　（一時借入金）

第５条　一時借入金の限度額は、30,000千円と定める。

　（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第６条　次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又は、それ以外の経費を、その経費の

　金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

　（１）　職員給与費 60,690 千円

　（２）　交際費 10 千円

　（他会計からの補助金）

第７条　消火栓維持管理費のため一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、2,060千円である。

　（たな卸資産購入限度額）

第８条　たな卸資産の購入限度額は、1,000千円と定める。

令和　６年　３月　４日　　提出

　　添　田　町　長　　寺　西　　明　男



















１．総括 （単位：千円）

職員数

一般職

(人）

9

(1)

8

(1)

1

(0)

※（　）内は、短時間勤務職員について外書きし、給与費にはこれを含める。

（単位：千円）

区分 扶養手当 管理職手当 期末手当 勤勉手当 住宅手当 通勤手当
特殊勤務
手当

日直手当 時間外手当
管理職特別

手当

本年度 78 487 7,446 6,230 430 315 0 0 1,500 40

前年度 156 485 7,156 5,704 430 264 0 0 1,500 40

比較 △ 78 2 290 526 0 51 0 0 0 0

給料報酬

2,872

48,536

給与費

法定福利費

手
当
の
内
訳

本
年
度

9,051 57,587

0 1,238 791 2,029

16,526

843

給与費明細書

前
年
度

比
較

50,565 9,894 60,459

0 32,801 15,735

合計 備考

損益勘定支弁職員

損益勘定支弁職員

損益勘定支弁職員

0 34,039

区分
手当 計



（ア）会計年度任用職員以外の職員 （単位：千円）

職員数

一般職

(人）

9

（0）

8

（0）

1

（0）

備考１　この表は、給料をもって支弁される会計年度任用職員以外の企業職の職員（事業費支弁に係る職員を含む。）で予算の積算の基礎

　　　となったものについて記載すること。（　）内は、再任用短期時間勤務職員について外書きし、給与費にはこれを含める。

（単位：千円）

区分 扶養手当 管理職手当 期末手当 勤勉手当 住宅手当 通勤手当
特殊勤務
手当

日直手当 時間外手当
管理職特別

手当

本年度 78 487 7,105 5,945 430 315 0 0 1,500 40

前年度 156 485 6,845 5,704 430 264 0 0 1,500 40

比較 △ 78 2 260 241 0 51 0 0 0 0

区分

給与費

法定福利費 合計 備考
報酬 給料 手当 計

55,617

0 1,121 476

本
年
度

前
年
度

損益勘定支弁職員

損益勘定支弁職員

1,597

15,424

比
較

手
当
の
内
訳

損益勘定支弁職員

46,674 8,943

752 2,349 職員数1名増に伴い全体増

0 32,371 15,900 48,271 9,695 57,966

0 31,250



（イ）会計年度任用職員 （単位：千円）

職員数

一般職

(人）

0

（1）

0

（1）

0

0

（単位：千円）

区分 扶養手当 管理職手当 期末手当 勤勉手当 住宅手当 通勤手当
特殊勤務
手当

日直手当 時間外手当
管理職特別

手当

本年度 341 285 0 0 0

前年度 311 0 0 0 0

比較 30 285 0 0 0

区分

給与費

法定福利費

1,551 311 1,862 108

合計 備考
報酬 給料 手当 計

1,970

本
年
度

損益勘定支弁職員 0 1,668 626 2,294

手
当
の
内
訳

比
較

損益勘定支弁職員 0 117 315

前
年
度

損益勘定支弁職員 0

備考１　この表は、給料をもって支弁される会計年度任用職員の企業職の職員（事業費支弁に係る職員を含む。）で予算の積算の基礎となったものに

　　　ついて記載すること。（　）内は、会計年度任用の職を占める職員であって、その一週間当たりの通常の勤務時間が常時勤務を要する職を占め

　　　る職員の一週間当たりの通常の勤務時間に比し短い職員について外書きすること。

432 91 523 勤勉手当支給に伴う増

199 2,493



区分 増減額(千円)

職員数の異動状況

本年度 9 人

前年度 8 人

増減 1 人

会計年度任用職員

本年度 1 人

前年度 1 人

増減 0 人

306

初任給及び俸給月額引上げ

※定員管理外

定期昇給・昇格に伴う増加分

退職採用異動等増減分

1,121

昇給・昇格に伴う増加分

初任給を引き上げるなど俸給法を改定。
ボーナスを0.10引上げ、期末手当及び勤勉手
当に0.05月分ずつ均等に配分。

給与改定に伴う増減分

568

2．給料及び手当の増減額の明細

備考説明

平均昇給率

増 減 事 由 別 内 訳 ( 千 円 )

給料 現在職員

0.985%

247

その他の増減分



区分
増減額
(千円)

扶 養 手 当 △ 78 千円

管 理 職 手 当 2 千円 ○期末勤勉手当（人事院勧告による改定）

期 末 手 当 260 千円 支給割合の改正

勤 勉 手 当 241 千円 前年度 4.4月

住 宅 手 当 0 千円 本年度 4.5月 勤勉手当0.1月分引上げ

通 勤 手 当 51 千円 〇期末手当及び勤勉手当に0.05月分ずつ

特 殊 勤 務 手 当 0 千円 検討に配分。

日 直 手 当 0 千円 〇その他職員配置による(職員1名増)

時 間 外 手 当 0 千円

管理職特別勤務手当 0 千円
その他の増減分

（制度改正等に伴う増減
分含む）

476手当 476

備考説明増減事由別内訳(千円)



大学卒 196,200

　　(2)初任給

46.63

185,400

3．給料及び職員手当の状況

　　(1)職員1人当たりの給与

高校卒 166,600 164,000

技能労務職

　平 均 給 与 月 額　( 円 )

　平   均   年   齢  ( 歳 )

338,706

一般行政職 技能労務職

区分

―

―

―

―

―

332,059

46.12

324,713

医療技術職

令和6年1月1日現在

令和5年1月1日現在

　平 均 給 料 月 額　( 円 )

　平 均 給 与 月 額　( 円 )

　平   均   年   齢  ( 歳 )

　平 均 給 料 月 額　( 円 )

―

区分 一般行政職

一般行政職 技能労務職

一般会計の制度

166,600

196,200

164,000

185,400

183,500

218,800

319,522



　　(3)級別職員数

級 職員数 (人 ) 構 成 比 (%) 級 職員数 (人 ) 構 成 比 (%) 級 職員数 (人 )

1級 1 11 1 級

2級 2 22 2 級

3級 2 22 3 級

4級 0 0

現　在 5級 3 33

6級 1 11

計 9 100 計 計

1級 0 0 1 級

2級 2 25 2 級

3級 2 25 3 級

4級 1 13

現　在 5級 2 25

6級 1 13

計 8 100 計 計

令 和 5 年 1 月 1 日

令 和 6 年 1 月 1 日

技能労務職一般行政職

構成比(%)
区分



主 事 の 職 務 主 任 の 職 務 主 査 の 職 務 係 長 の 職 務 副課長、課長補佐 課長等の長の職務

及び参事補佐の職

務

用務員、労務作業 一 般 技 能 職 員 の 相 当 の 技 能 又 は

員又は事務、技術 職 務 又 は 相 当 の 経験を必要とする

見習の職務あああ 経験を必要とする 業務を行う主任及

労務作業員の職務 び責任者等の職務

　（級別の標準的な職務内容）

区分 1級 2級 3級 4級 5級 6級

一般行政職

技能労務職



一般行政職 技能労務職

(Ａ) (人) 9 9

(Ｂ) (人) 9 9

2号給 (人) 3 3

3号給 (人) 0 0

4号給 (人) 6 6

6号給 (人)

8号給 (人)

100 100

(Ａ) (人) 8 8

(Ｂ) (人) 8 8

2号給 (人) 4 4

3号給 (人) 0 0

4号給 (人) 4 4

6号給 (人)

8号給 (人)

100 100

昇給に係る職員数

職員数

区分
代表的な職種

合計

（4）昇給　

前
年
度

職員数

昇給に係る職員数

     号給別内訳

比率( B )／( A )（％）

比率( B )／( A )（％）

本
年
度      号給別内訳



（5）期末手当、勤勉手当

職 制 上 の

段階、職務の

級 等 に よ る

加 算 措 置

（6）定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者 最 高 限 度 そ の 他 の
(月分) (月分) (月分) (月分) 加 算 措 置 等

一 般 会 計 と 同 一

定 年 前 早 期

退 職 特 例 措 置

（ 2 ％ ～ 20 ％ ） 加 算

国と同じ

備考

区分

支給率等

備考

区分

本年度

前年度

4.50

有

有

有

(月分)6月（月分）

2.25

2.20

2.25

支給期別支給率

12月（月分）

4.50

4.40

支給率計

2.25一般会計の制度

47.70900024.586875

2.20

2.25

33.270750

47.709000 47.709000

47.709000

24.586875 33.270750

一般会計の制度
(支給率等)

令 和 6 年 3 月 31 日 現 在

令 和 6 年 3 月 31 日 現 在
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